
評価
　

よ

 4 R 5 R 6 R 

る

7 R 8 R 9 R10

地

R11 R12

計画値 2

域

5.0 25.0 26.

力

0 26.0 27.0 2

が

7.0 28.0 28.

備

0 29.0 29.0 3

わ

0.0

実績値 19.7

る

19.7 17.9 17

ま

.9 0.0 0.0 0.

協

ち

0 0.0 0.0 0.0

づ

0.0

市民意識調査の

く

「自治会、自治区、コ

り

ミュニティ、ＮＰＯ、

主

ボランティアなどの地

管

域活動」に「活動して

部

算定式、
いる」と答え

局

た市民の割合
データの

市

出所等

高齢化の進行、

民

共働き世帯や単身世帯

働

協

の増加、価値観の多様

働

化などにより、「自治

部

会、自治区、コミュニ

主

計画値、 ティ、ＮＰＯ

管

、ボランティアなどの

課

地域活動を行っている

協

」市民の割合が減少し

働

ています。引き続き、

推

地
実績値の 域拠点施設

進

である公民館や、市民

に

課

活動の拠点である市民

関

活動センターにおいて

係

、人と人との繋がりを

課

維持
推移に関する ・強

協

化するために、様々な

働

人の話を聞きながら、

推

伴走型で地域活動につ

進

なげていく必要があり

課

ます。
分析と評価

２

よ

　施策が目指す大府市

る

の姿
市民一人ひとりが

地

地域のために活動して

域

おり、市民、自治会、

力

自治区、コミュニティ

が

、ＮＰＯ、ボランテ

内

結
備

容 ィア、事業者及び行

わ

政のそれぞれが協働し

る

、地域の課題を解決す

ま

る「地域力」が備わっ

ち

たまちになってい
ます

づ

。

くり

３　令和 5年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使

果

ったお金） R 5決算 R 6予算
 (1)人件費 18,972 0
 (2)事業費 83,948 800
 フルコスト（歳出合計） 102,920 800
 歳入（お金の出所） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から

の

出たお金） 0 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 0 0
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 7,473 0
 (5)一般財源（市税収入など） 7

１

6,475 800
 歳

公

　

入合計 83,948 8

第

00

６次大府市

４　「くら

総

しの健康」指標（施策

合

評価指標）
有効性指標

計

１

指標名 自治会加入世

表

画

帯率 単位 ％

現状値 57

に

.8

年度 R 2 R 3

お

R 4 R 5 R 6 R

け

 7 R 8 R 9 R1

る

0 R11 R12

計画値

位

58.0 59.0 60

置

.0 61.0 62.0

づ

63.0 64.0 65

け

.5 67.0 68.5

、

70.0

実績値 56.

施

担

2 55.6 54.3 5

当

2.4 0.0 0.0 0

課

.0 0.0 0.0 0.

健

0 0.0

（自治会加入

康

世帯数/住民基本台帳

領

の世帯数）×100
算

域

定式、
データの
出所等

く

高齢化の進行、共働き

ら

世帯や単身世帯の増加

し

、価値観の多様化など

策

の

により、自治会加入世

健

帯率が減少して
計画値

康

、 います。特に、他市

政

町村からの転入者の加

策

入率が低い傾向にある

支

ため、地域と協力して

え

周知の強化を図り
実績

合

値の ながら、自治会組

い

織が現代のニーズに対

学

応できるよう、必要な

名

び

支援を行っていくこと

合

が必要です。
推移に関

う

する
分析と評価

有効性

ま

指標２

指標名 「自治会

ち

、自治区、コミュニテ

施

ィ、ＮＰＯ、ボランテ

策

ィアなどの地域活動を

協

行ってい 単位 ％

る」市

働

民の割合 現状値 24.

に

7

年度 R 2 R 3 R



評価
　

 

います。公益性が高く

5

協働の成果の高い市民

R

ならではの事業を今後

 

も支援していく必要が

6

あり
ます。

R 7

事務事業名

R

課名 フルコスト 最重要

 

指標 評価点
（前年度比

協

8

）
市民活動セン 協働推

R

進課 37,462 市民

 

活動相談件数
妥当性 Ａ

9

ター事業 (37,46

R

2) 指標名

有効性 Ａ単

1

年度計画値 570.0

0

単年度実績値 465.

R

0
単年度達成率 81.

1

6%
効率性 Ａ最終目標

1

に 78.8%
対する達

働

R

成率
　事務事業の方向

1

性
Ｂ：現状のまま継続

2

地域課題の解決や地域

計

リーダーの協働意識の

画

向上のための講座等を

値

実施し、協働の担い手

4

育成に貢献して
います

0

。また、各種イベント

.

に参画する新たな市民

0

活動団体が増加してお

に

4

り、講座、イベントや

0

相談等を
市民活動セン

.

ターで総合的に実施す

0

ることで、市民活動団

4

体の育成や発掘が進ん

0

でいます。

.0 40

よ

.0 40.0 40.0

る

40.0 40.0 40

地

.0 40.0 40.0

域

実績値 10.0 38.

力

0 40.0 81.0 0

が

.0 0.0 0.0 0.

結
備

0 0.0 0.0 0.0

わ

大府市民活動センター

る

における人材、資材な

ま

どの年間マッチング件

ち

数
算定式、
データの
出

づ

所等

新型コロナウイル

く

ス感染症の影響などに

り

より近年減少していた市民活動マッチング件数（年間）について
計

果

画値、 は、その影響も落ち着きを見せ、市民活動も徐々に活発化してきたこと等により、計画値を大きく上回る
実績値の 実績値となりました。引き続き、市民活動の拠点である市民活動センターにおいて、人と人とのつなが

の

り
推移に関する を維持・強化するために、各団体のマッチングを行っていく必要があります。
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年

公

度比）
地域振興事業 協働推進課 56,405 自治区加入世帯率

妥当性 Ａ(56,405)

有

指標名

有効性 Ａ単年度

効

計画値 61.0
単年度

性

実績値 52.4
単年度

指

達成率 85.9%
効率

標

性 Ｂ最終目標に 74.

３

9%
対する達成率

　事

表

指

務事業の方向性
Ｂ：現

標

状のまま継続
自治区加

名

入世帯率の減少傾向が

市

続いており、活動の縮

民

小化や地域活動の担い

活

手の負担増が年々大き

動

な課題
となっています

マ

。地域社会及び地域活

ッ

動を活性化させるため

チ

、自治区及びコミュニ

施

ン

ティ推進協議会への伴

グ

走型支援を行っていく

件

必要があります。

数（年

事務

間

事業名 課名 フルコスト

）

最重要指標 評価点
（前

単

年度比）
市民との協働

位

協働推進課 12,98

策

件

1 協働推進のための会

現

議等開催回数
妥当性 Ａ

状

推進事業 (12,98

値

1) 指標名

有効性 Ａ単

3

年度計画値 6.0
単年

8

度実績値 5.0
単年度

.

達成率 83.3%
効率

0

性 Ａ最終目標に 83.

年

3%
対する達成率

　事

度

務事業の方向性
Ａ：拡

名

R

大
市民等による協働の

 

まちづくりを推進する

2

ために、公開審査会方

R

式による現在の事業を

 

継続していく必要
があ

3

ります。協働企画提案

R

事業については、交付

 

金終了後の活動継続を

4

見据えた事業計画を企

R

画する団体
が増加して



評価
　

いく機会の減少が続い

協

ています。
（施策を

と

働

りまく状況
の変化や課

に

題
等）

市民、自治会、

よ

自治区、コミュニティ

る

、ＮＰＯ、ボランティ

地

ア、事業者及び行政が

域

協働することで、地域

力

の課題を解決する「地

が

域力」が備わったまち

結
備

づくりを目指すため、

わ

地域拠点施設である公

る

民館や、市民活
施策の

ま

推進 動の拠点である市

ち

民活動センターを中心

づ

に、アフターコロナ時

く

代に合った地域活動を

り

市が支援することで
に向けた 、人と人との繋がりの再構築を目指し

果

ます。
今後の方針

の

６　施策の事後評価
高

公

齢化の進行、共働き世

表

帯や単身世帯の増加、

施

価値観の多様化などに

策

より、人と人とが繋が

名

り、関わって
現状認識



評価
　

合

び
推移に関する 込むこ

う

とで、実績値の上昇を

ま

目指す必要があります

ち

。
分析と評価

有効性指

施

標２

指標名 地域・社会

策

活動に参画した高校生

地

・大学生の延べ人数（

域

市及びコミュニティ事

に

業） 単位 人

現状値 80

お

0.0

年度 R 2 R 

地

け

3 R 4 R 5 R 6

る

R 7 R 8 R 9 R

学

10 R11 R12

計画

習

値 900.0 850.

・

0 850.0 900.

育

0 900.0 1,00

成

0.0 1,100.0

環

1,200.0 1,3

境

00.0 1,400.

が

0 1,500.0

実績

域

整

値 338.0 752.

い

0 655.0 598.

、

0 0.0 0.0 0.0

学

0.0 0.0 0.0 0

び

.0

「青少年健全育成

合

推進事業」のうち、高

う

校生・大学生が関わっ

ま

た人数
算定式、
データ

ち

の
出所等

イベントの回

づ

数等の減少などにより

に

く

参加者数が減少してい

り

ます。大学等との連携

主

により、若者の参加を

管

得
計画値、 ており、特

部

に公民館が企画してい

局

る事業に若者が参画し

市

ています。他の部署の

民

事業でも同様に事業に

協

若者
実績値の が参加で

働

きるようにしていく必

お

部

要があります。
推移に

主

関する
分析と評価

管課 協働推進課
関

け

係課 協働推進課、子ど

る

も未来課

２　施策が目

学

指す大府市の姿
生涯学

習

習を通じた学びの循環

・

により地域の絆を構築

結
育

し、自ら学びを実践す

成

ることで課題を解決す

環

る学習風

内容 土が醸成

境

されています。

が整

３　

い

令和 5年度　施策フ

、

ルコスト（単位：千円

学

）
 歳出（使ったお金

び

） R 5決算 R 6予

果
合

算
 (1)人件費 19

う

3,802 0
 (2)

ま

事業費 110,879

ち

125,758
 フル

づ

コスト（歳出合計） 3

く

04,681 125,

り

758
 歳入（お金の出所） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金

の

） 0 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 6,270 0
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 4,880 0
 (5)一般財源（市税収入など） 99,729 125,7

公

58
 歳入合計 110,879 125,758

４　「くらし

１

の健康」指標（施策評

　

価指標）
有効性指標１

表

第

指標名 「サークル活動

６

や習い事など、文化活

次

動・生涯学習に取り組

大

んでいる」市民の割合

府

単位 ％

現状値 26.3

市

年度 R 2 R 3 R 

総

4 R 5 R 6 R 7

合

R 8 R 9 R10 R

計

11 R12

計画値 27

画

.5 27.5 29.0

施

に

29.0 31.5 31

お

.5 33.0 33.0

け

34.0 34.0 35

る

.0

実績値 21.6 2

位

1.6 19.5 19.

置

5 0.0 0.0 0.0

づ

0.0 0.0 0.0 0

け

.0

市民意識調査で「

、

サークル活動や習い事

担

など、文化活動・生涯

策

当

学習に取り組むこと」

課

に「積極的に」又は
算

健

定式、
「ある程度」取

康

り組んでいると答えた

領

市民の割合
データの
出

域

所等

公民館利用者の高

く

齢化及び固定化、利用

ら

者数の減少、新型コロ

し

ナウイルス感染症の影

の

響などの要因により
計

名

健

画値、 、「サークル活

康

動や習い事など、文化

政

活動・生涯学習に取り

策

組んでいる」市民の割

支

合が減少しています。

え

実績値の バイオリンの

合

里おおぶに関連する講

い

座や永田雅宜氏関連講

学

座など、新たな事業を

び

実施し公民館に人を呼



評価
　

R

薄化や地域団体の構成

 

員の高齢化という課題

8

があります。
一方、共

R

働き世帯の増加などか

 

ら、登下校時など、地

9

域で子どもを見守る必

R

要性は高いと思われま

1

す。ま
た、若者に地域

0

に愛着をもってもらう

R

ためにも公民館等を含

地

1

めた市の事業は必要で

1

す。

R12

計画値 0.

域

0 0.0 0.0 0.0

に

0.0 0.0 0.0 0

お

.0 0.0 0.0 0.

け

0

実績値 0.0 0.0

る

0.0 0.0 0.0 0

学

.0 0.0 0.0 0.

習

0 0.0 0.0

算定式

・

、
データの
出所等

計画

結
育

値、
実績値の

推移に関

成

する
分析と評価

環境が

事務事

整

業名 課名 フルコスト 最

い

重要指標 評価点
（前年

、

度比）
生涯学習機会 協

学

働推進課 22,962

び

生涯学習プラン重点講

果
合

座実施回数
妥当性 Ａ拡

う

充事業 (22,962

ま

) 指標名

有効性 Ａ単年

ち

度計画値 40.0
単年

づ

度実績値 38.0
単年

く

度達成率 95.0%
効

り

率性 Ａ最終目標に 76.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
市民の

の

意識向上や地域課題の解決を目的とする民間等が取り扱わない事業のため、市が実施する必要があ
ります。生涯学習活動や地域活動拠点としての公民館を中心とした地域活動の推進が望まれており、国や
県の動向を注視しな

公

がら、地域力の向上に資する事業を展開する必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

青少年支援事 子ども未来課 11,5

表

73 若者を主体とした会議への参加者数
妥当性 Ａ業 (11,573

有

) 指標名

有効性 Ａ単年

効

度計画値 135.0
単

性

年度実績値 94.0
単

指

年度達成率 69.6%

標

効率性 Ａ最終目標に 6

３

9.6%
対する達成率

指

　事務事業の方向性
Ｂ

施

標

：現状のまま継続
他自

名

治体の事例を参考に、

単

職員メンターなどを増

位

員配置し、若者がいつ

現

でも相談できる体制と

状

し、参加者
に寄り添っ

値

た方法で若者会議を進

0

めていきます。また、

.

政策提案を若者が自ら

0

実施できるように支援

策

年

しま
す。

度 R 

事務事業名 課

2

名 フルコスト 最重要指

R

標 評価点
（前年度比）

 

地域の教育力 子ども未

3

来課 2,758 ひまわ

R

り委員の人数
妥当性 Ａ

 

向上事業 (2,758

名

4

) 指標名

有効性 Ａ単年

R

度計画値 413.0
単

 

年度実績値 357.0

5

単年度達成率 86.4

R

%
効率性 Ａ最終目標に

 

85.0%
対する達成

6

率
　事務事業の方向性

R

Ｂ：現状のまま継続
自

 

治区加入率の低下など

7

、地域のつながりの希



評価
　

働

年度達成率 74.4%

推

効率性 Ｂ最終目標に 7

進

4.4%
対する達成率

課

　事務事業の方向性
Ｂ

2

：現状のまま継続
令和

4

３年度に改訂した大府

,

市生涯学習プラン20

3

30に基づき、「誰一

7

人取り残さない」生涯

4

学習を推進する
ため、

地

公

引き続き幅広い事業展

民

開や誰もが学べる機会

館

の創出に努めます。

等利用者数
妥当

域

性 Ａ学習機会提供 (2

に

4,374) 指標名
事

お

業

有効性 Ａ単年度計画

け

値 321,900.0

る

単年度実績値 247,

学

516.0
単年度達成

習

率 76.9%
効率性 Ａ

・

最終目標に 76.9%

結
育

対する達成率
　事務事

成

業の方向性
Ｂ：現状の

環

まま継続
市民ニーズに

境

沿った事業を実施する

が

ため、広くニーズの把

整

握に努める必要があり

い

ます。また、中学生に

、

対
する学習支援事業「

学

まなポート」の実施に

び

より、学習の習慣付け

果
合

に加えて、地域で生徒

う

の成長を支える仕
組み

ま

を提供することができ

ち

ました。今後は、事業

づ

を継続して実施すると

く

ともに、対象となる生

り

徒の範囲に
ついても検討する必要があります。

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

大府公民館事 協働推進課 25,936 公民館講座受講者数
妥当性 Ａ業 (25,936) 指標名

有効性 Ｂ単年度計画値 4,320.0
単年度実

公

績値 3,759.0
単年度達成率 87.0%

効率性 Ｂ最終目標に 87.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
地域からも事業を継続することが望まれています。市民ニーズに沿った事業を実施するため、

表

広くニーズ
把握に努める必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（

事

前年度比）
横根公民館

務

事 協働推進課 27,0

事

50 公民館講座受講者

施

業

数
妥当性 Ａ業 (27,

名

050) 指標名

有効性

課

Ａ単年度計画値 1,7

名

50.0
単年度実績値

フ

1,263.0
単年度

ル

達成率 72.2%
効率

コ

性 Ａ最終目標に 72.

ス

2%
対する達成率

　事

ト

務事業の方向性
Ｂ：現

最

状のまま継続
地域から

策

重

も事業を継続すること

要

が望まれています。市

指

民ニーズや地域課題の

標

解決に向けた事業を実

評

施する
ため、広くニー

価

ズや地域課題の把握に

点

努める必要があります

（

。

前年

名

度

事務事業名 課名 フル

比

コスト 最重要指標 評価

）

点
（前年度比）

神田公

公

民館事 協働推進課 29

民

,260 公民館講座受

館

講者数
妥当性 Ａ業 (2

等

9,260) 指標名

有

生

効性 Ａ単年度計画値 1

涯

,800.0
単年度実

協

績値 1,340.0
単



評価
　

働

向性
Ｂ：現状のまま継

推

続
地域からも事業を継

進

続することが望まれて

課

います。市民ニーズに

3

沿った事業を実施する

1

ため、広くニーズ
把握

,

に努める必要がありま

7

す。

87

地

公民館講座の受講者数

域

妥当性 Ａ業 (31,7

に

87) 指標名

有効性 Ａ

お

単年度計画値 1,90

け

0.0
単年度実績値 1

る

,489.0
単年度達

学

成率 78.4%
効率性

習

Ａ最終目標に 78.4

・

%
対する達成率

　事務

結
育

事業の方向性
Ｂ：現状

成

のまま継続
地域からも

環

事業を継続することが

境

望まれています。市民

が

ニーズに沿った事業を

整

実施するため、広くニ

い

ーズ
把握に努める必要

、

があります。

学び
果

合

事務事業

う

名 課名 フルコスト 最重

ま

要指標 評価点
（前年度

ち

比）
東山公民館事 協働

づ

推進課 30,501 公

く

民館講座受講者数
妥当

り

性 Ａ業 (30,501) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 4,050.0
単年度実績値 3,0

の

54.0
単年度達成率 75.4%

効率性 Ａ最終目標に 75.4%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
地域からも事業を継続することが望まれています。地域課題の解決につながり、かつ市民ニーズに沿った

公

事業を実施するため、地域課題とニーズ把握に努める必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

共長公民館事 協働推進課 2

表

5,063 公民館講座受講者数
妥当性 Ａ業 (25,063) 指標名

有効性 Ｂ単年度計画値 2,290.0
単年度実績値 1,633.0
単年度達成率 71.3

事

%
効率性 Ｂ最終目標に

務

71.3%
対する達成

事

率
　事務事業の方向性

施

業

Ｂ：現状のまま継続
地

名

域からも事業を継続す

課

ることが望まれていま

名

す。市民ニーズに沿っ

フ

た事業を実施するため

ル

、広くニーズ
把握に努

コ

める必要があります。

ス

従来、教育現場で提供

ト

されていた各種検定の

最

受検機会を公民館が担

策

重

うことで、公民館の価

要

値を高め、かつ
利用者

指

を増やすことができま

標

す。

評価点

事務事業名 課名 フ

（

ルコスト 最重要指標 評

前

価点
（前年度比）

長草

年

公民館事 協働推進課 1

名

度

4,051 公民館講座

比

受講者数
妥当性 Ａ業 (

）

14,051) 指標名

北

有効性 Ａ単年度計画値

山

1,940.0
単年度

公

実績値 2,475.0

民

単年度達成率 127.

館

6%
効率性 Ａ最終目標

事

に 127.6%
対する

協

達成率
　事務事業の方



評価
　

働推進課 40,917

地

公民館講座受講者数
妥

域

当性 Ａ業 (40,91

に

7) 指標名

有効性 Ａ単

お

年度計画値 3,050

け

.0
単年度実績値 4,

る

430.0
単年度達成

学

率 145.2%
効率性

習

Ａ最終目標に 145.

・

2%
対する達成率

　事

結
育

務事業の方向性
Ｂ：現

成

状のまま継続
少子高齢

環

化が進んでいる地域で

境

あるため、積極的に世

が

代間交流事業などを実

整

施し、地域のつながり

い

づくり
に努めます。

、学び

事

果
合

務事業名 課名 フルコス

う

ト 最重要指標 評価点
（

ま

前年度比）
森岡公民館

ち

事 協働推進課 28,9

づ

05 公民館講座受講者

く

数
妥当性 Ａ業 (28,

り

905) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 1,540.0
単年度実績値 784.0
単年度達成

の

率 50.9%
効率性 Ａ最終目標に 50.9%

対する達成率
　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
地域からも事業を継続することが望まれています。市民ニーズに沿った事業を実施するため、広くニーズ
把握に努める必要が

公

あります。

６　施策の事後評価
公民館利用者の高齢化及び固定化、利用者数の減少などの要因により、生涯学習に参加する市民が減少し

現状認識 ています。バイオリンの里おおぶに関連する講座や

表

永田雅宜氏関連講座など、継続して実施する事業を新
（施策を たな方法で企画、周知することで、生涯学習事業全体を活性化させていく必要があります。

と

事

りまく状況 若者がまち

務

づくりについて考え、

事

自らが行動し活躍でき

施

業

る機会の創出が必要で

名

す。
の変化や課題

等）

課

生涯学習を通した学び

名

の循環により地域の絆

フ

を構築するとともに、

ル

自ら学びを実践するこ

コ

とで課題を解決
するこ

ス

とを目指して、講座な

ト

ど様々な学習機会を提

最

供するとともに、地域

策

重

づくりへの参加につな

要

げるよう
施策の推進 促

指

す必要があります。
に

標

向けた 若者が自ら政策

評

提案を行うと共に提言

価

内容を若者自らが実施

点

できるように支援しま

（

す。
今後の方針

前年

名

度比）
吉田公民館事 協



評価
　

国

10.0 220.0 2

籍

30.0 240.0 2

・

50.0

実績値 139

性

.0 142.0 142

別

.0 97.0 0.0 0

を

.0 0.0 0.0 0.

超

0 0.0 0.0

基準日

え

（3月31日）時点の

て

大府市国際交流協会の

共

ボランティア登録者数

国

に

算定式、
データの
出所

支

等

開催したイベント等

え

でボランティアの募集

合

を行いましたが、登録

う

までに至りませんでし

ま

た。また、新型コ
計画

ち

値、 ロナウイルス感染

づ

症の影響でイベント等

く

の活動自粛をきっかけ

り

に、新型コロナウイル

籍

主

ス感染症の対応緩和
実

管

績値の 後にボランティ

部

ア活動をやめた方がい

局

たため、前年度から大

市

幅に減少しました。
推

民

移に関する
分析と評価

協働部
主

・

管課 文化交流課
関係課

性

文化交流課、子ども未

別

来課

２　施策が目指す

を

大府市の姿
国籍や性別

超

などに関わりなく、市

え

民一人ひとりがお互い

て

を尊重しながら支え合

結
共

う、暮らしやすいまち

に

にな

内容 っています。

支え合

３　令和 5年度　

う

施策フルコスト（単位

ま

：千円）
 歳出（使っ

ち

たお金） R 5決算 R

づ

 6予算
 (1)人件

く

費 44,755 0
 (

果
り

2)事業費 116,960 6,157
 フルコスト（歳出合計） 161,715 6,157
 歳入（お金の出所） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 1,455 0
 (2)県支出金（愛知県から出

の

たお金） 6,589 1,260
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 8,407 0
 (5)一般財源（市税収入など） 100,509 4,897
 歳入合計 116,960 6

公

,157

１　第６

４　「

次

くらしの健康」指標（

大

施策評価指標）
有効性

府

指標１

指標名 「国籍に

市

よる文化や価値観の違

表

総

いを互いに認め合うこ

合

とが大切だと思う」市

計

民の割合 単位 ％

現状値

画

46.7

年度 R 2 R

に

 3 R 4 R 5 R 

お

6 R 7 R 8 R 9

け

R10 R11 R12

計

る

画値 47.0 47.0

位

48.0 48.0 49

置

.0 49.0 51.0

施

づ

51.0 53.0 53

け

.0 55.0

実績値 4

、

6.7 46.7 51.

担

6 51.6 0.0 0.

当

0 0.0 0.0 0.0

課

0.0 0.0

市民意識

健

調査で「国籍による文

康

化や価値観の違いを互

領

いに認め合うことが大

域

切だと思う」ことに「

策

く

大切で
算定式、

ある」

ら

と答えた市民の割合
デ

し

ータの
出所等

概ね目標

の

は達成できています。

健

計画値、 引き続き、啓

康

発等により目標値を達

政

成できるよう取り組ん

策

でいきます。
実績値の

支

推移に関する
分析と評

え

価

有効性指標２

指標名

名

合

大府市国際交流協会の

い

ボランティア登録者数

学

単位 人

現状値 157.

び

0

年度 R 2 R 3 R

合

 4 R 5 R 6 R 

う

7 R 8 R 9 R10

ま

R11 R12

計画値 1

ち

60.0 160.0 1

施

70.0 180.0 1

策

90.0 200.0 2



評価
　

5

事業 (18,166)

8

指標名 事の参加者数

有

.

効性 Ａ単年度計画値 1

2

,350.0
単年度実

年

績値 640.0
単年度

度

達成率 47.4%
効率

R

性 Ａ最終目標に 45.

 

7%
対する達成率

　事

2

務事業の方向性
Ｂ：現

R

状のまま継続
R6年度

国

 

から愛知県がファミリ

3

ーシップ宣誓制度を開

R

始、性的少数者の人権

 

を尊重する啓発を継続

4

していく
必要がありま

R

す。
ジェンダーギャッ

 

プ指数では日本は政治

5

・経済分野で振るわず

R

、順位を低下させてお

 

り、女性活躍事業を
推

籍

6

進していく必要があり

R

ます。

 7 R 8 R 9

・

R10 R11 R12

計

性

画値 59.0 59.0

別

60.0 60.0 61

を

.0 61.0 63.0

超

63.0 64.0 64

え

.0 65.0

実績値 5

て

5.9 55.9 50.

結
共

8 50.8 0.0 0.

に

0 0.0 0.0 0.0

支

0.0 0.0

市民意識

え

調査で「職場や社会で

合

活躍する女性が増えて

う

いると思う」ことに「

ま

増えていると思う」と

ち

答えた
算定式、

市民の

づ

割合
データの
出所等

コ

く

ロナ禍の影響により、

果
り

経済状況の悪化や不安定な雇用環境にいる女性の問題がクローズアップされ、女
計画値、 性活躍のイメージを持つ人が減少していると思われます。
実績値の

推移に関する
分析と評価

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

多文化共生事 文化交流課 30,921 市公式ウェブサイト多言語情報提供数
妥当性 Ａ業 (30,921) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 150

公

.0
単年度実績値 169.0
単年度達成率 112.7%

効率性 Ａ最終目標に 281.7%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
外国人市民が

有

日本語を学習すること

効

のできる貴重な場であ

性

る日本語教室は、ボラ

表

指

ンティアにより運営さ

標

れ
ているため、継続的

３

な開催を支援するとと

指

もに、担い手不足を解

標

消するため、ボランテ

名

ィアを育成する必
要が

「

あります。

職場や

事務事業名

施

社

課名 フルコスト 最重要

会

指標 評価点
（前年度比

で

）
国際交流教育 学校教

活

育課 62,747 英語

躍

検定受検料補助金申請

す

者数（市による
妥当性

る

Ｂ推進事業 (62,7

女

47) 指標名 受検料負

性

担分含む）

有効性 Ａ単

が

年度計画値 280.0

策

増

単年度実績値 481.

え

0
単年度達成率 171

て

.8%
効率性 Ａ最終目

い

標に 160.3%
対す

る

る達成率
　事務事業の

と

方向性
Ｂ：現状のまま

思

継続
今後の状況に応じ

う

て、小学生の英語、国

」

際理解への取組などの

市

事業拡大を検討します

名

民

。

の割合

事務事業名 課名 フル

単

コスト 最重要指標 評価

位

点
（前年度比）

男女共

％

同参画 子ども未来課 1

現

8,166 おおぶ男女

状

共同参画ネットワーク

値

が行う行
妥当性 Ａ推進



評価
　

3

、生活スタイルの多様

,

化が進んでいることで

6

、身近な暮らしの場面

4

で
現状認識 のトラブル

4

が発生しています。そ

石

のため、地域でともに

ヶ

暮らす市民としての相

瀬

互理解が求められてい

会

ます
（施策を 。

とりま

館

く状況 男女共同参画の

国

利

意識を向上させる必要

用

があります。
の変化や

者

課題
等）

国籍や民族な

数

どの違い、生活スタイ

妥

ルの違いなどにかかわ

当

らず、交流イベントな

性

どを通して、お互いを

Ａ

尊
重し、共に安心して

設

暮らしていける地域社

運

会の実現に向けた取組

籍

営

を推進します。
施策の

事

推進 男女共同参画社会

業

の実現に向けて事業を

(

推進していきます。
に

5

向けた
今後の方針

3,644

・

) 指標名

有効性 Ａ単年

性

度計画値 100,40

別

0.0
単年度実績値 7

を

1,114.0
単年度

超

達成率 70.8%
効率

え

性 Ａ最終目標に 70.

て

4%
対する達成率

　事

結
共

務事業の方向性
Ｂ：現

に

状のまま継続
経済分野

支

での女性活躍について

え

は、製造業が多い地域

合

柄もあるため、女性の

う

管理職などへの登用が

ま

難しい
風土があります

ち

。そのため、働く女性

づ

向けのセミナーや起業

く

セミナーを充実させて

果
り

いく必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

人権擁護事業 福祉総合相談 5,527 人権教室開催回数
妥当性 Ａ室 (5,5

の

27) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 8.0
単年度実績値 12.0
単年度達成率 150.0%

効率性 Ａ最終目標に 150.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
近年、人権に対する関心は高まっています。

公

現実の社会では、いじめや虐待等によってこどもの命が奪わ
れることやインターネット上での問題、障がいのある人や外国人、性的マイノリティ等に対する不当な差
別や偏見、部落差別（同和問題）やハンセン病問題といっ

表

た多様な人権問題が依

事

存として存在していま

務

す
。市民の人権に関す

事

る意識を根付かせるた

業

めに、引き続き事業を

名

推進していきます。

課名 フ

事

ル

務事業名 課名 フルコス

施

コ

ト 最重要指標 評価点
（

ス

前年度比）
都市間交流

ト

事 文化交流課 12,4

最

86 都市間交流事業参

重

加者数
妥当性 Ａ業 (1

要

2,486) 指標名

有

指

効性 Ａ単年度計画値 2

標

10.0
単年度実績値

評

242.0
単年度達成

価

率 115.2%
効率性

策

点

Ａ最終目標に 115.

（

2%
対する達成率

　事

前

務事業の方向性
Ｂ：現

年

状のまま継続
コロナ禍

度

で始まった訪問によら

比

ない交流（オンライン

）

交流）などを今後も継

石

続して実施するなど、

ヶ

様々な
実施方法で、多

瀬

様な文化に触れる機会

名

会

を通じて市民の本市へ

館

の愛着の醸成を図ると

施

ともに、本市のにぎわ

子

いや活力を高め、豊か

ど

な市民生活の実現を目

も

指していく必要があり

未

ます。

来

６　施策の

課

事後評価
外国人市民が

5

増加傾向であることや


